
第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
9-6-1　チーム医療⑤
当院における胃瘻チューブの管理

泉佐野優人会病院

きはら けいこ

○木原 佳子（看護師），成尾 晶子，川口 一美，加藤 寛

[ 背景 ]
当院は病床数 265 床（医療療養病床 228 床、回復期病床 37 床）の慢性期病院で、胃瘻チューブの患者も多数
入院されている。胃瘻管理に対してスタッフの考え方の違いがあり、胃瘻トラブル（漏れ、発赤、爛れ、不良
肉芽、唇状瘻等）に対しての対応、処置の統一が行えていなかった。
[ 目的 ]
院内の胃瘻患者の実態を病院全体で把握し、統一した考え方に添った管理を行いことにより、胃瘻トラブルが
改善するのか検討した。
[ 対象 ]
2018 年 8 月から 2019 年 1 月の 6 か月。当院の入院患者の胃瘻チューブ管理 48 名の内、経胃瘻的腸用カテー
テル 5 名と期間中の退院 1 名を除外した医療療養病棟の患者 42 名に対して検討した。
[ 方法 ]
統一した胃瘻管理を行うため、胃瘻チーム計 12 名（医師 1 名・看護部長 1 名・各病棟看護師 2 名）を結成し、
胃瘻チューブの患者の回診を定期的に行った。胃瘻トラブルに対して内科的処置（アズノール・白色ワセリン）
と外科的処置（硝酸銀処置・電気メス）を実施した。
[ 結果 ]
栄養管理は胃瘻のみ 34 例、胃瘻栄養と経口の併用 4 例、胃瘻栄養と輸液の併用 4 例であった。漏れは 4 名で
瘻孔周囲を清潔に保ち、白色ワセリン処置で統一し 2 名改善した。発赤・爛れは 5 名でアズノール軟膏処置を
施行し 3 名改善した。不良肉芽・唇状瘻は 13 名で硝酸銀処置を行った。硝酸銀処置で改善がみられなかった
1 名は電気メス処置を行い改善した。胃瘻トラブルのない患者が 50％から 72％に増加した。また、発赤や糜
爛などの症状のためガーゼを挟み対応していた患者が 42 名いたが 3 名へ減少した。
[ 考察・結語 ]
胃瘻管理に関して問題が生じても誰に相談することなく、各自の判断で対応していたが、胃瘻チームを結成、
統一した治療方針や処置をすることにより胃瘻トラブルを改善することができた。また、胃瘻管理等における
院内全ての医療スタッフのモチベーションの向上に繋がった。
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9-6-2　チーム医療⑤
肺炎撲滅に向けた当院呼吸ケアチームの取り組み 
～カフアシスト E70 を用いた肺炎再発予防の効果検証～

1 鳴門山上病院　リハビリテーション部門，2 鳴門山上病院　診療部，3 徳島文理大学　保健福祉学部

もりもと こうじ

○森本 幸司（理学療法士）1，直江 貢 1，高橋 昌弘 1，大村 智也 1，西岡 奨太 1，國友 一史 2，柳澤 幸夫 1,3

  【はじめに】当院入院患者は後期高齢者が多く、短期間で肺炎を再発し、心身・生活機能の低下を招来するケー
スも認められる。そこで、当院では平成 26 年 9 月より呼吸ケアチーム（以下，RCT）を組織し、肺炎の再発
予防に向けた取り組みを展開している。この中で、今回は主として神経難病患者の排痰補助・咳介助等を目的
に開発された装置であるカフアシスト E70（以下，MI-E）を高齢肺炎症例の治療に適応した結果、良好な治
療成績を得たことから、若干の知見を加え報告する。
 【対象及び方法】対象は平成 28 年 4 月～平成 30 年 3 月の期間に当院で入院加療した患者の内、3 ヶ月間に 2
回以上、肺炎を発症した患者を抽出し、主治医により禁忌事項がないことを確認した 23 例（78.0 ± 12.4 歳）
とした。実施期間は 3 ヶ月とし、週に 1 回実施した。効果検証はカフアシスト実施前 3 ヶ月・実施中 3 ヶ月・
実施後 3 か月の肺炎発症件数を比較し検討した。統計解析にはウィルコクソンの符号順位検定を用い検討した。
尚、本研究は当法人倫理員会の規定に従い実施したものである。
 【結果】実施前 3 か月の肺炎発症回数の中央値 2 回から、実施中は中央値 1 回へと減少した（ｐ＜ 0.001）。また、
実施後 3 か月においても中央値１回（ｐ＜ 0.001）と有意な発症回数の減少を認めた。肺炎発症延べ回数にお
いても実施前 53 回、実施中 23 回、実施後 17 回と減少を認めた。

【考察】加藤ら（2016）は、カフアシストを用いて MI-E 施行後に 1 回呼気量と肺コンプライアンスが有意に
増加したことを報告している。また、神経筋疾患を対象とした MI-E による効果的な排痰は、肺炎や無気肺の
予防に繋がると報告されている（Goncalves,M.R.2005）。今回、MI-E を実施することで換気の亢進や気道内異
物のクリアランス、肺胸郭コンプライアンスの維持・改善が得られ、肺炎の再発抑制に影響を及ぼしたと推察
された。
 【まとめ】今回、定期的に MI-E を実施し肺炎再発回数の有意な抑制効果を確認した。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
9-6-3　チーム医療⑤
当院リハビリテーション部における歯科衛生士配置による効果

愛全病院　リハビリテーション部

すずき かづき

○鈴木 佳月（言語聴覚士）

【はじめに】
当院は回復期リハ、療養病棟を中心とする 609 床の慢性期病院であり、患者の平均年齢は 80 歳を超える。摂食・
嚥下評価件数は年間約 350 件に上り、訓練を進めるのに必要な口腔内評価を強化するため、H30 年 4 月よりリ
ハビリテーション部に歯科衛生士 ( 以下 DH) を配置した。今回は、その配置効果と、歯科を含めた連携により
ADL が向上した症例を経験したので報告する。
 

【DH 介入実績報告】
期  間：H30.4.1 ～ 10.31
対 象 者：摂食・嚥下評価依頼患者（119 名）
実施内容：DH による口腔内評価等
結  果：口腔内に何らかの問題があった患者（111 名）
・歯科受診が必要であった患者 55 名（うち歯科受診 34 名）
・改善者 31 名、維持者 88 名
【症例報告】 A 様 70 歳 男性
 病  名：結核性髄膜炎
 経  過：
H30. 5.16  当院入院
日常生活自立度 C2（FIM26 点）、IVH 管理、ミトン装着、HDS-R11/30 点
H30. 5.17  ST 評価（ゼリーから摂食訓練開始）
H30. 5.18 DH 評価（本人、妻ともに義歯作成に消極的）
H30. 6.22 DH がカンファレンスに参加し、家族に義歯作成の理解を得る
DH、ST が繰り返し説明、主治医の説明により本人義歯作成に同意
H30. 7.11 歯科治療開始
H30.10. ４  義歯完成 米飯・形態食へ変更
 H30.10.16  日常生活自立度 B2（FIM55 点 )、3 食経口、ミトンなし、HDS-R27/30 点
 H30.11.27  施設退院

【考  察】
 DH による早期の口腔内評価は、早期問題点抽出、スムーズな歯科治療、維持改善に効果的であった。また、
評価によって、治療の必要性、治療期間の見通し等、多職種の理解に繋がり、本人家族に対しては、専門職が
繰り返し説明することで、義歯作成への理解、意欲が向上した。
リハビリテーション部に DH を配置することは、早期の口腔内評価による患者状況をリアルタイムにかつ密に
ST と情報共有でき、患者の摂食・嚥下機能アップに貢献する効果がある。
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9-6-4　チーム医療⑤
当院の療養病棟における摂食嚥下の取り組み 
～主治医が立ち会う摂食嚥下機能の評価と多職種連携～

医療法人財団　利定会　大久野病院　

みやわき かずき

○宮脇 一紀（言語聴覚士），小出 貴織，小峰 雪奈，広田 実穂，工藤 弘之，山﨑 文子，杉浦 むつみ，
望月 智弘，木下 学，進藤 晃

【はじめに】
 当院の療養病棟には、在宅や施設・医療機関から誤嚥性肺炎により治療が必要な患者や胃瘻を造設後入院さ
れる患者がいる。当院では「どのような状況でも経口摂取を諦めず評価する」という方針のもとに、主治医を
始めとし多職種による摂食嚥下機能の評価（以下、評価）への立ち会いと、状況に応じて関連職種が関わり摂
食嚥下の支援に取り組んでいる。療養病棟において、入院時に胃瘻や経鼻経管栄養、点滴という非経口の患者
に対して、経口摂取に繋げられた結果を調べたため報告する。

【方法】
① 2018 年 4 月 1 日～ 2019 年 3 月 31 日までの間に療養病棟に入院した 42 名の非経口の患者を対象とした。経
口摂取とはお楽しみレベルも含むこととする。
②評価は、可能な限り主治医、栄養士が立ち合い、言語聴覚士と評価を行った。看護師にも立ち会いを依頼す
ることもあった。摂食嚥下機能の状態により、耳鼻咽喉科、歯科に評価を依頼し、VE・VF 検査を実施する
場合もあった。
③ 42 名のうち経口摂取に繋げられた結果を調べた。

【結果】
 入院時に非経口の患者で経口摂取に繋げられた患者は 42 名中 31 名（74％）だった。経口摂取の状況の内訳
としては、お楽しみレベルの経口摂取が 8 名、1 食のみ経口摂取が 7 名、3 食経口摂取が 16 名となった。

【考察】
 主治医を始めとし多職種で評価に立ち会い、関連職種が関わることで、療養病棟であっても十分に経口摂取
に繋げることができるということがわかった。入院時は、胃瘻や経鼻経管栄養、点滴等栄養の確保の状況は患
者によって異なる。しかし、どのような状況でも諦めることなく評価を行い多角的視点から判断することによ
り、患者の可能性を見逃さず経口摂取に繋げることができると考える。また、主治医が評価に立ち会うことで、
その場で円滑に方向性を決めることができる。結果として、患者の摂食嚥下機能の廃用を予防し、迅速に支援
できることが経口摂取に繋がると考える。
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9-6-5　チーム医療⑤
グループホームでの多職種による充実化に向けて ～入居者の可能性を探る～

愛全病院　リハビリテーション部

こいずみ さとし

○小泉 智（理学療法士），佐藤 景子，三谷 友香里，吉川 文博

【目的】
昨年度介護報酬改定よりグループホーム（以下 GH）での生活機能向上連携加算が新設された。
もとより当法人では GH にリハビリ職が常駐し、生活機能や QOL の維持・向上を図り、入居者の自立支援・
重度化防止を目指した多職種でのチームケアの充実化に取り組んできた。その成果の一つとして生活機能向上
連携加算取得につながったため報告する。

【方法】
生活機能の評価と達成目標の目安として機能的自立度評価法（以下 FIM）を採用した。
日常行っている最低限の状況と、最大能力時や環境が整ったときに可能となる状況を FIM の点数で示し、そ
の差を埋めるべく取り組む内容を 1 ヶ月毎の段階に分けケアプランに記載した。

【結果】
3 ユニット 24 人中 23 人で加算取得（R1.7 時点）
＜職員の変化＞
・入居者自身が ADL を始められる声かけ方法や環境設定を探るようになった。
・できる、できないの 2 択ではなく、「～を介助すれば…ができる」等細かく評価するようになった。
・入居者の持つ潜在能力や可能性を職員全体で話し合う頻度が増えた。
＜入居者の変化＞
・工夫した声かけをすることで、少し時間をかけてでも ADL を自分でやりはじめるようになった。
【考察・展望】
FIM での自立度の段階分けにより、その人の持つ最大能力を評価し、それを日常生活に定着させる流れをつ
くることができた。
リハビリ職として入居者の評価に加え、職員の FIM の理解促進、その概念を踏まえた細かい目標設定やサー
ビス内容の検討などに深く関与できた。
また現在は訪問医の多角的な診療につなげることを目的に、訪問診療に同席しリハビリの視点を加えた情報提
供をしている。多職種でのチームケアをすすめるうえで医療と介護の架け橋になればと思っている。
以上より GH での自立支援・重度化防止に向けた取り組みの中でリハビリ職の持つ役割は非常に大きいと考え
る。今後も入居者の可能性を探り、それが達成されるチームケアを推進していきたい。
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9-7-1　チーム医療⑥
スタッフ間での患者の日常生活動作の援助統一をめざして 
～ＡＤＬ表の活用～

中洲八木病院

さたけ じゅんこ

○佐竹 順子（看護師），阿部 さつき，川村 典子，大和 裕美子，松本 佳久，日浅 匡彦

 【はじめに】
当院地域包括ケア病棟では、患者の日常生活動作（以下ＡＤＬ）は様々である｡ 患者に合った援助を行ってい
くためには､ 他職種との連携が必要不可欠であるが、それぞれが別行動での仕事のため他職種での患者の情報
交換が不十分であった。今回スタッフ間で患者情報を統一するため､ 当院回復期病棟で既に使用しているＡＤ
Ｌ表を用いて地域包括ケア病棟でのＡＤＬ表の必要性について調査し、その結果、地域包括ケア病棟に合った
ＡＤＬ表の作成について検討したので報告する。

【方法】
対象者は地域包括ケア病棟に勤務する看護師・看護助手・セラピスト計 49 名。期間は H31 年 3 月 1 日～ R1
年 6 月 30 日。方法①施行前にＡＤＬについてのアンケートを実施。②患者のベッドサイドにＡＤＬ表の設置
と同時に従来の表について意見や改善点等アンケートを実施。③施行後にＡＤＬ表の必要性を全スタッフから
聞いた。その後、新しいＡＤＬ表を作成した。

【結果】
①ＡＤＬに対してのアンケート調査では､ 患者のＡＤＬを把握できないためＡＤＬ表は必要との回答が多数で
あった。②ＡＤＬ表を使用しての意見としては、ＡＤＬ表の変更時の更新が確実にできるのか、回復期病棟Ａ
ＤＬ表よりも細かな情報の記入の意見が得られた。③施行後ＡＤＬ表は必要かとの質問では必要と答えたス
タッフは 100% であったが、その内約 20% のスタッフはＡＤＬ表の更新が確実にできるなら必要との回答で
あった。新しいＡＤＬ表は、従来の表より移乗時の介助方法等のチェック内容を増やし作成した。

【まとめ】
今回地域包括ケア病棟でも ADL 表は必要であることが分かった。従来の表を改正することにより､ 地域包括
ケア病棟に合ったＡＤＬ表を作成することができたが、現在まだＡＤＬ表の試用期間が短い為､ 今後話し合い
を重ねる必要がある。今後新しいＡＤＬ表を用いて他職種間の患者情報が共有でき高い水準での ADL の援助
統一が出来るように目指していきたい。
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9-7-2　チーム医療⑥
一般病棟から外来へ継続看護を繋ぐ連携シートの導入と実践の振り返り

西日本病院　看護部

よしおか なつき

○吉岡 菜津貴（看護師），藤本 有紀，小松 恵理，山本 美津恵，東 清美，原田 真由美

【はじめに】先行研究で入退院時の継続看護の必要性に関する意識調査を行なった結果より、継続看護の必要
性を感じているが、その阻害要因として申し送りに関するマニュアル等がなく、外来看護師が病棟カンファレ
ンスへの参加など時間の確保が難しいと感じていることなどが挙げられた。その中で最も継続看護を難しくし
ている要因は、外来と病棟のコミュニケーション不足であった。そこで、病棟から外来への継続看護に繋げる
ツールとして連携シートの作成し、申し送りができたかアンケート調査を行なった。

【方法】連携シートの内容は、退院後の生活環境を選択し通院内容などフローチャート式に記載する方法とした。
当院で治療継続をする場合は、申し送りを自由記載にすることで個別対応ができるようにした。

【結果】連携シートの実施期間は２ヶ月で 76 枚使用された。その中で、継続看護が必要と感じた症例は、誤嚥
性肺炎の発症により予定受診より前に再入院となったため、連携シートの活用までには至らなかった。その他、
退院時に残薬の渡し忘れがあり、外来受診に残薬を渡すことができた症例もあった。また、倫理的配慮に基づ
いたアンケート調査を25名に行なった。病棟と外来間の継続看護が必要であると結果だった。しかし、連携シー
トの必要性を感じたのは病棟 80％、外来 60％の回答だった。それは、継続看護が必要と思っているが、連携シー
トによる申し送りが必要とされた患者は少なく継続看護としての実感が得られなかったと考える。

【考察】連携シートの活用は実感できなかったが、他病棟で化学療法の情報共有や術後の抜糸など申し送りが
必要な症例があった。さらに、在宅療養生活で衛生用物品などを連携シートより事前に準備することで外来待
ち時間の短縮にもなるため、今後も連携シートが必要と考える。そのためにも、紙媒体である連携シートを電
子カルテへの入力式にすることで、全部署に活用できると考える。
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9-7-3　チーム医療⑥
医療療養病棟の退院支援に関する検討  
～介入必要度に関する入院時スクリーニングを目指して～

1 小林記念病院　連携室，2 小林記念病院　外科，3 小林記念病院　薬剤科　連携室，4 小林記念病院　看護部，
5 小林記念病院　リハビリテーション部

さかきばら あつこ

○榊原 敦子（看護師）1，加藤 豊範 3，中井 敏子 1，加藤 美紀 4，刑部 直樹 5，小田 高司 2

目的
 当院の医療療養病棟は、褥瘡、透析、がん末期、レスパイトなど幅広い患者を受け入れている。また、入院
前から介護量が多く、経済面の問題を抱える患者が多いなど、入院初期からの退院支援を必要とする患者の多
い病棟である。退院調整看護師が効率的かつ効果的なより良い退院支援介入を行う事を目的として退院支援を
困難としている要因に関する研究を行った。
 
方法
 2018 年 10 月～ 2019 年 3 月に医療療養病棟から退院した患者 51 名を対象とした。
電子カルテ記載を用いて後ろ向き解析を行った。退院調整看護師の介入が必須と考えられた要介入群 38 名と
それ以外の介入不要群 13 名について年齢・ADL・認知症の有無・医療処置の有無・介護度 ( カットオフ値要
介護 3)・退院後負担可能な療養費 ( 同月額 15 万円 ) など 16 項目を比較検討し、要介入群を選別するスクリー
ニングの可否について検討した。スクリーニング項目の妥当性をロジスティック解析を用い評価した。
結果
 単変量解析の結果、odds 比「介護度（4.42[1.24-18.33]）」「負担可能な療養費（3.88[1.56-7.88]）」「医療処置

（2.75[1.09-13.44]）」が判定要因として抽出された。一方で、認知機能や嚥下機能の低下は有意な判別要因では
なかった。
さらに、看護師による介入を目的変数に多変量解析を行ったが、有意な判定項目は抽出されなかった。
考察
 「要介護 3 以上」、「負担可能な月々が 15 万円未満」「医療処置あり」が療養病棟からの退院を困難とする要因
と考えられ、この 3 要因に該当する患者を入院早期にスクリーニングして、優先的に退院調整看護師が早期か
ら職能を活かした介入をすべきと考えられた。
今後は医療療養病棟入院後 2 週間以内に行う退院支援に関する入院時スクリーニングツールの開発ならびに退
院調整看護師介入プログラム策定が必要である。
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9-7-4　チーム医療⑥
安定した車椅子坐位を提供するために  
～シーティングラウンドを実施して

医療法人厚愛会　高知城東病院

くぼ あすか

○久保 あすか（作業療法士），竹村 亜紀，渡邊 菜穂子

Ⅰ はじめに
A 病院の病棟にて車椅子座位で過ごす患者の中に、坐位姿勢の崩れが見られた。患者に適合した車椅子やクッ
ションが提供できておらず、療法士による介入も不十分であると思われた。そのため、療法士、看護師、介護
職員が、各患者の車椅子や、坐位姿勢に関して話し合い、対策を検討する必要性があると感じた。多職種が連
携してシーティングを行うための実践的な方法の試みとして、シーティングラウンド（以下：ラウンド）を実
施したので報告する。

Ⅱ 研究方法
対象者：病棟の車椅子使用患者 41 名 研究期間：平成 30 年 12 月～平成 31 年 2 月
ラウンドの方法：療法士が評価用紙にて評価を行い、ラウンドが必要な患者を抽出する。病棟職員、理学療法
士、作業療法士が、患者の車椅子坐位について、実際の坐位姿勢を見ながら話し合いを行う。車椅子やクッショ
ンの変更や、必要な介助について検討し、病棟職員へ決定した内容を伝達する。

Ⅲ 研究結果
  ラウンドは、12 月 4 回、1 月 2 回、2 月 2 回実施した。ラウンド対象者は、12 月 27 名、1 月 26 名、3 月 19
名であった。実施後、対象者 27 名の内、坐位の改善が見られた患者数は 12 名、不十分な面があるが改善した
のは 7 名、変化がなかったのは６名、その他は 3 名であった。

Ⅳ 考察
 ラウンドの対象となった患者の大半は、坐位姿勢が以前より改善している。患者に適切な物品を提供できた
こと、その物品の使用に患者、職員が慣れたこと、職員が移乗後に良姿勢に整えられるようになったことが要
因として考えられる。しかし患者の定期的な座り直しの介助については、病棟職員全体に定着することが難し
かった。継続してラウンドを行うことで、職員の姿勢改善に対する一層の意識向上を図っていく必要があると
思われる。ラウンドにて、職員同士が患者への気づきを相談、共有し、問題解決を図り、同職種間、多職種間
での連携を深めていくことが重要であると考えられる。
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9-8-1　チーム医療⑦
療養病棟スタッフの自宅退院支援への意識調査

世田谷記念病院　看護部

しかまた かおり

○鹿又 かおり（看護師）

[ 目的 ]
事例を通し、療養病棟スタッフの退院支援に対する意識がどのくらい変化したのか調査を実施したので報告す
る。
[ 対象 ]
90 歳女性。既往に慢性心不全。今回急性腎不全で急性期入院。認知症と家族背景から自宅生活困難と判断さ
れ療養病棟に入院となった。入院時データ上から貧血、低栄養、NYHA 重症度分類Ⅲ度、肝硬変があった。
また経緯不明だが両下腿に数箇所の血疱と内出血斑あり。精神状態は不穏、帰宅願望、希死念慮がみられた。
本人、家族ともに自宅退院を希望も課題として老々介護、認知症、転倒リスク、皮膚トラブル、嚥下リスクに
対する家族の理解力不足などが挙がった。入院早期から課題に対してのアプローチを実施。在宅サイドとの情
報共有を密に行い、在日 69 日で自宅退院された。このように問題点、課題が多い患者・家族の自宅退院につ
いて療養病棟の医師、看護師、介護士、せラピストへの意識調査を実施した。
[ 方法 ]
方法はアンケート及び一部記述方式。
[ 結果 ]
アンケート結果では自宅退院は難しいと思ったが事例を通して意識が変わったという回答が 10 名。多職種と
の共有やカンファ・家族指導の充実に取り組むようになったとコメントがあった。また自宅退院は難しいと思っ
た。事例を通しても意識は変わらなかったという回答は 4 名。
本人、家族の意見を尊重したいがリスクを冒してまで無理に帰さなくてもいいと思うとの意見があった。
[ 考察・結論 ]
自宅退院支援の意識が変わらなかったスタッフもいたが、今回の事例を通して療養病棟で課題・問題点の多い
患者でも自宅退院できる。また、退院支援にあたってどのようにアプローチしていけばよいかなど考えるよう
になったと意識変化がみられた。患者が自宅に帰りたいという気持ちを尊重し、今後もこのようなケースを増
やすことや退院後訪問の様子を病棟スタッフへフィードバックすることで少しでも退院支援に対する考え方が
変わるスタッフが増えてくる可能性がある。
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9-8-2　チーム医療⑦
回復期リハ病棟での各職種間の情報伝達向上への取り組み～アンケート調査を利用して～

中洲八木病院

ふじい まりこ

○藤井 麻理子（介護福祉士），中惠 由加利，大和 裕美子，加集 真未，中村 恵実子，大磯 紗智，吉本 美紀，
倉田 浩充，日浅 匡彦，八木 康公

【はじめに】
回復期リハ病棟では、リハが主体となるため、リハの隙間に看護補助業務を行っている。そのため各職種との
連携を取るため情報の伝達を行っている。しかし連携が不十分なため、伝達されている ADL の介助方法が実
際と異なったり、入浴介助がリハと重なる等の問題が起こっている。今回、各職種間の情報伝達に関するアン
ケートを行い、連携の強化を図ったので報告する。

【対象と方法】
当院回復期リハ病棟の看護師 17 名、リハスタッフ 22 名、看護補助者 11 名の計 50 名を対象とした。アンケー
ト時の伝達方法は ADL 表 ( ベッドサイドに各種 ADL の介助方法を記載 ) とリハビリ表 ( 治療士別に担当する
患者名と時間帯を毎朝病棟に提出 ) で、各伝達法について業務の円滑化に役立っているかを 6 段階で評価して
もらい、問題点を記載してもらった。

【結果】
どの職種からも概ね役立っているとの回答であったが、問題点として､ ADL 表は「変更があったらこまめに
記入変更してほしい」があった。リハビリ表では「変更時の連絡がなく入浴介助の時間がなくなる」「文字が
小さくて見えにくい」「変更時の手書きの部分がわかりにくい」その他の意見では「病室に入浴中のカード必要」

「外出・外泊が看護師以外でもすぐわかればいい」等があった。
【改善点および考察】
アンケート結果を基に、リハビリ表は治療士別以外にその日に入浴する患者さんだけ選び、患者さん別のリハ
スケジュール表を作成した。ADL 表は記入者が明らかでなかったので、その日の病室担当者が必ず更新する
ルールを決めた。また患者さんに所在カードを渡し､ 外出・トイレ・入浴・散歩・洗濯等の表示をしてもらっ
た。その結果 ADL 表では記載の介助方法と実際がずれることが少なくなり、入浴介助の時間は重なる頻度が
減少した。また所在カードは利用できる患者さんが限定される問題が残った。今後も生じた問題に対して少し
ずつ改善していきたい。
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9-8-3　チーム医療⑦
慢性期医療を中心とした当院での臨床工学技士の関わり

永生病院　医療技術部　検査科

みずしま けい

○水島 啓（臨床工学技士），佐藤 れい子

 
【はじめに】
近年、医療安全に対する関心が増しているなか、医療機器は高度化し医療機関ではそれらの操作や管理に難渋
している。慢性期医療を提供する病院も例外ではなく、そこで働く看護師の業務量も増え煩雑化を招いている。
これらの現状から当院では 2018 年 4 月より臨床工学技士が 1 名の常勤勤務体制となった。
多くの臨床工学技士が急性期病院で活躍するなか、慢性期病院での臨床工学技士の活動を報告する。

【業務内容】
最初に取り組んだのは医療機器の安全管理体制の構築である。新たに部屋を確保し、中央材料室の片隅で管理
されていた人工呼吸器などの医療機器を中央管理化とした。また、臨床の知識を生かし病棟での人工呼吸器の
ラウンドや患者アセスメントを行ない、その他に内視鏡室での検査・処置の補助業務や一部の整形外科手術で
医療機器操作なども行なった。
さらに「医療機器安全管理責任者」として医療安全管理者や医薬品安全管理者などと共に多職種での医療安全
活動にも参加しており、臨床工学技士の活躍できる場が他にもあると感じている。

【アンケート調査】
一年の業務を経て、看護師へアンケート調査を行ない、臨床工学技士への認知度や医療機器についての不安材
料を抽出した。

【展望・結語】
今後は、一部だけとなっている手術へ立会う件数を徐々に増やしていくことを目標にし、臨床工学技士が行え
る業務を常に模索していきたいと考えている。さらに、臨床工学技士の強みである人工呼吸器といった医療機
器の適切な取り扱いやスキルアップを目的として、多くの職員へ情報を提供できるように教育にも力を入れて
いきたいと思う。
それが看護師のマンパワー不足を補い、当院の医療の質を高め、患者のみならず職員へも安心と安全を提供で
きると考えている。
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9-8-4　チーム医療⑦
多職種から見た精神科作業療法の認識とその変化

1 南淡路病院　リハビリテーション科，2 南淡路病院　診療部

たうら やすよ

○田浦 康代（作業療法士）1，松田 直也 1，三澤 秀樹 1，山崎 哲也 2，伊井 邦雄 2

【はじめに】当院の精神科作業療法（以下、精神科 OT）が開設して 2 年が経過した。しかし作業療法 ( 以下、
OT) 活動における他職種連携が乏しいのが現状である。そこで多職種が精神科 OT の目的や役割をどの様に認
識しているのか調査した。

【方法】当院精神科に勤務している看護師・介護士、計 41 名を対象に選択式アンケート調査を実施 ( 初回：
2018 年 6 月 18 日～ 6 月 23 日 / 最終：2018 年 8 月 20 日～ 25 日 )。精神科 OT に従事した事のある作業療法士
( 以下、OTR)9 名に同様のアンケートを行い、結果に差が生じているか調査を行った。初回アンケート終了後
にカンファレンスの開催や協働実施・勉強会を開催し最終アンケートを実施。 

【倫理配慮】 当院倫理規定に則り、個人情報保護に十分な配慮を行った。 
【結果】①精神科 OT の目的を理解している：OTR は 100％、多職種は 76％から 85％へと改善。②精神科 OT
から連想する活動：OTR は「作業活動」が 56％「ADL 訓練」が 23％、多職種は「作業活動」が 50％「レク
リエーション」が 44％。③ OT に期待する事：OTR は「症状の軽減や安らぎの獲得」が 55％「廃用の進行予
防」が 44% 多職種は「症状の軽減」が 51％「廃用の進行予防」が 40%。④多職種との連携：OTR は「ややで
きている」が 44%、多職種は「できている」が 23%。 

【考察】今回 OT の目的理解に対して向上は見られたが作業の手段や用い方等が適切であったかの判定には至っ
ていない。また、作業活動やレクリエーションを連想する回答が多く、提供活動の狭小化も伺える結果となっ
た。高齢者が多い当院において個別性の重視や身体面への介入は必須である。秋山らは多職種連携の円滑性向
上にはマネジメントが欠かせないと述べている。連携不足が伺える結果を踏まえ、多職種の役割に加え協働を
円滑にコーディネートするマネジメント力を向上することで精神科 OT の認識改善やその人らしい人生を支援
できる OT の提供に努めていきたい。
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9-8-5　チーム医療⑦
仕事の効果を高めるために 
～支援とパワーレス状態の関与～

1 医療法人竜仁会牛尾病院看護部　キャリア開発室，2 医療法人竜仁会牛尾病院医療療養病棟　キャリア開発室，3 医療法人竜
仁会　介護老人保健施設けやきの郷　キャリア開発室，4 医療法人竜仁会牛尾病院リハビリテーション科　キャリア開発室，
5 医療法人竜仁会牛尾病院指定居宅介護支援事業所　キャリア開発室

くわた きょうこ

○桑田 今日子（看護師）1，小出 千裕 2，小坂 尚志 4，伊藤 健士朗 3，徳永 智史 4，永井 洋一 5

はじめに
看護職員と協働する介護職員は専門職としての力を発揮できずにパワーレスを感じやすいとの報告がある。当
法人ではその問題を解決するため、職務エンパワメント理論をもとに、組織としての対策を検討している。当
理論においては、構造的エンパワメント（職場環境）が高まると心理的エンパワメント（個人）も高まり、結
果として仕事の効果が高まるといわれている。先の研究では、職場環境の中でも「支援」が重要であることが
分かった。そのため今回は「支援」の具体的な内容や方向性に着目した。  
目的

「上司からの支援」と「同僚からの支援」がパワーレス状態に及ぼす影響を明らかにする。また、具体的な支
援内容を検討し、介護職員がパワーレス状態に陥らず、仕事の効果を高められる体制作りの一助とする。 
研究方法
職場環境における「支援」の状態とパワーレス状態について、法人内の介護職員 88 名に対し、質問紙調査を
実施した。質問紙は日本語版職務 ( 構造的 ) エンパワメント尺度と Spreitzer らの心理的エンパワメント尺度
を参考に、一部独自に改変したものを使用した。その結果をもとに「上司からの支援」「同僚からの支援」と
パワーレス状態についての相関分析と重回帰分析を行った。 
結果

「上司からの支援」はパワーレス状態に対して有意に影響を及ぼしていた。一方「同僚からの支援」は影響が
認められなかった。支援の内容としては「役立つ助言や問題解決のアドバイスを得ることができる」「職務の
可能性に対する情報やアドバイスを得ることができる」「今後の研修や教育について相談することができる」
との相関が高かった。
 考察
パワーレス状態に陥らず、仕事の効果を高めるためには「上司からの支援」が必要となる可能性が示唆された。
特に「職務の可能性に対する情報やアドバイス」を行うことが重要である。上司の積極的な支援により、個人
の能力が引き出され、仕事の効果を高められる体制作りが望まれる。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
9-9-1　褥瘡①
多職種連携で褥瘡発生を予防する

熱川温泉病院　看護部

せおと けいこ

○瀬音 恵子（看護師），横山 雅之，黒木 瞳，佐藤 茂樹，村木 美奈江

■研究背景
当院は回復期病床と療養病床全 199 床の療養型の病院である。
平成 29 年度の院内での新規褥瘡発生は 36 件。褥瘡対策委員会では毎月、多職種（医師・看護師・理学療法士・
作業療法士・管理栄養士）で褥瘡患者のラウンドを行い治療方法・栄養管理・体圧分散寝具・ポジショニング
の検討を行い褥瘡治癒の促進に繋がったが、褥瘡患者を減らすには発生を予防することが不可欠と考え予防に
取り組んだ。
 ■研究目的
 多職種で褥瘡発生予防のためのラウンドを行い、褥瘡発生が前年度の 50％に減少する。
 ■研究方法
①研究期間 2018 年 6 月 1 日～ 2019 年 3 月 31 日
②対象者 栄養状態リスク評価における高リスク患者 （Alb 値 3.0g ／ dl 未満、
 体重減少率１ヶ月に 5％以上 3 ヶ月 7.5％以上 6 ヶ月 10％以上）で、褥瘡の無い患者
③方法 多職種による月１回の予防ラウンド、病棟の看護師・ケアワーカーも参加し栄養管理改善、
体圧分散寝具の選定、体圧分散機器を使用しデーターを基にポジショニングを行なった。
■実施
栄養状態の改善としてカロリー UP、体圧分散寝具はエアマットを必ず使用し、理学療法士・作業療法士がポ
ジショニングシートを作成して病棟スタッフへ周知した。                               
■結果
平成 29 年度の新規褥瘡発生は 36 件、平成 30 年度は 19 件と 47％減少した。
■考察
日本褥瘡学会の褥瘡予防管理ガイドラインでは、管理栄養士や多職種ケアチームに助言を求めることを推奨し
ている。褥瘡患者は全患者が、栄養状態リスク高リスク患者であることから栄養状態高リスク患者は褥瘡発生
のリスクが高いと考え、多職種で関わる事で新規の発生を予防できるのではないかと予測し、栄養改善のカロ
リー UP、理学療法士・作業療法士にて褥瘡予防のポジショニング、剪断力、ズレ、体圧分散と姿勢保持、を
考慮したポジショニング及びポジショニングシートを掲示し各病棟で周知、温泉入浴によるスキンケアが褥瘡
発生の予防に繋がったと考える。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
9-9-2　褥瘡①
褥瘡予防対策の適切性の再評価 
～スキンケア委員会での取り組み～

光風園病院

いりき ちづこ

○入来 千鶴子（看護師），上利 康恵，鵜城 祐二

【はじめに】
当院では、入院時から褥瘡のリスクに対してアセスメントを行い、予防対策をとっている。褥瘡が発生した場
合は病棟でカンファレンスを開き、発生した状況や原因の把握、褥瘡予防対策の問題点等について検討してい
る。
各病棟のスキンケア委員は、社内 LAN で運用している褥瘡発生記録表に検討結果等を入力し法人内で情報共
有している。また、患者毎に褥瘡経過記録表を作成し、１週間に１回写真撮影と創部の計測等を行い治癒まで
の経過を記録し、病棟毎にファイルにまとめ多職種で情報共有できるようにしている。
スキンケア委員会では、月に１度の委員会の場で皮膚科医とともに褥瘡全症例について症例検討を行い、各病
棟での検討結果や治療経過について再度検討している。必要物品の管理や情報交換が出来ていたかも含めて協
議し、病棟にフィードバックしている。また、委員会では発生した褥瘡の全症例検討以外に、法人全体での情
報共有、褥瘡発生記録表を用いてデータの集積を行っている。
しかし、上記のように予防対策を行っているにも関わらず褥瘡発生件数は減少していない。そこで、過去のデー
タを基に褥瘡発生状況について再調査した。
 

【目的】
褥瘡予防対策に何らかの問題があったと判断した症例を再調査し、予防対策の適切性を再検討する研究を行っ
た。
 

【研究方法】
2017 年 1 月から 2018 年 12 月までの褥瘡発生記録表よりデータを収集し後向き調査を行った。
 

【データ分析】
①褥瘡発生記録表から原因と対策に問題があった点を抽出しＫＪ法を用いて分析した。
②今後のケアに活かすため、適切な対策について再検討した。
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9-9-3　褥瘡①
介護老人保健施設における特定看護師との連携 
～褥瘡治癒が入所者の意欲を高めた事例～

介護老人保健施設平成アメニティ

ふるたに ひろこ

○古谷 浩子（看護師）

【はじめに】
当施設は博愛記念病院に併設している介護老人保健施設のため、入退所が多く重症な入所者が多い。その中で、
入所時に重症な褥創があった入所者が在宅復帰を果たした症例を紹介する。
 

【対　象】
　男性：76 歳
　寝たきり度：B2
　要介護度：4
　認知度：II b
 

【方　法】
毎週火曜日に DESIGN-R の測定
特定看護師によるデブリートメントの実施
 

【結　果】
入所当初は褥創部の痛みの訴えが多い為、離床時間も短く、リハビリにも消極的で居室で過ごされることが多
かった。特定看護師の協力のもと、デブリーメントや処置が迅速に行えるようになり、入所時の DESIGN-R
値が退所時には半分にまで改善した。多職種とのコミュニケーションにより表情も明るくなり、その結果、リ
ハビリも積極的に取り組めるようになり、排泄も全介助から一部介助まで機能の向上が認められ在宅復帰を果
たすことができた。
 

【考　察】
特定看護師との連携前は、主治医が診察しデブリートメントが必要と判断した場合、外科の医師が外来診察の
日に合わせて診療情報提供書を作成し依頼していたが、連携後は毎週火曜日の褥瘡回診の日に特定看護師がデ
ブリートメントを必要と判断した場合、主治医発行の手順書に従って特定行為をすることにより、今までより
もスムーズに処置ができるようになった。また、同じ看護師ということから相談しやすくなり処置の変更や申
し送りなど多職種との業務の連携も迅速に行え、看護師、介護士、リハビリスタッフの意識向上に繋がり、当
初からの目標であった、在宅復帰を果たすことができた。
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9-9-4　褥瘡①
褥瘡悪化から回復までの実践

医療法人朋友会　山口病院

いけだ あつひこ

○池田 篤彦（看護師）

【はじめに】
超高齢化社会に突入した今日、自力での体動が困難な寝たきり患者も増えている。さらに高齢であることで、
皮膚障害や損傷のリスクを高めており、常に褥瘡の発生リスクが伴う。褥瘡は予防可能な疾患であり、観察を
することが褥瘡を防ぐ第一歩となる。自力での体動が困難な患者にとってケアの充実はスタッフにゆだねられ
ており、その責任は大きい。
今回、一人の患者さまの褥瘡治癒過程を追い新たな視点に着目したことで早期の回復につながったので報告す
る。

【目的】
褥瘡形成を繰り返す患者の発生から回復までの過程を追い、早期の治癒に至るプロセスを評価し看護ケアのポ
イントを検証して、再発予防につなげる。

【対象と方法】
対象者：A 氏　70 代　男性　施設入所中。
胸髄損傷、両下肢麻痺　褥瘡悪化・リハビリテーション目的にて入院。
期　間：H ×年 Y 月 Z 日からの 88 日間
方　法：創状態の変化をスケーリング・写真撮影にて評価。採血データによる評価。

【考察・まとめ】
A 氏は 20 代若くして脊髄損傷になられ日常生活を車いすでの生活となり、その後もいくつもの病気を併発さ
れた。突然、健常者から障害者となり喪失感や退化があると考えられ、何事にも意欲がなくモチベーションが
低下している状態。リハビリ・離床にも消極的で褥瘡発生のリスクはとても大きい。
なかなか改善しない創部の状態に疑問をもち原因の究明に努め、新たに薬剤性によるリスクに着目したことは、
スタッフ間でもさらなる学習意欲を高めることにもつながった。
また、褥瘡発生を何度も繰り返されるため、入所中の施設との情報共有・連携を図るための勉強会を実施し、
再発予防にむけたスタッフの意識の向上を図る必要がある。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
9-9-5　褥瘡①
褥瘡のガーゼ洗浄を試みて

福井リハビリテーション病院

さかした じゅんこ

○阪下 順子（看護師），川堰 瑞穂

はじめに
 重度褥瘡の早期治癒のために、壊死組織や残留物、浸出液などの除去が必要である。創処置の基本の一つに
ブラシを用いる方法がある。ガイドラインには「微温湯洗浄だけで十分である」とあるが、壊死組織等の除去
には限界がある。ブラシ洗浄では、素材や硬さの選択、使用後の衛生、保管管理に手間がかかり、ディスポで
はコストが高い。そこで、当病院ではコストが低く取り扱いも容易なガーゼでの洗浄処置を行い、その効果を
検討した。
Ⅰ、実施期間及び方法
 １、実施期間   A 氏：2017 年 11 月 8 日～ 2018 年 7 月 11 日 

Ｂ氏：2018 年 12 月 12 日～ 2019 年 6 月 6 日
 ２、方法 1 日 2 回ガーゼによる微温等洗浄、指示の薬剤塗布、ガーゼ保護
Ⅱ、症例紹介
 A 氏：80 歳代女性 糖尿病 2016 年 10 月より仙骨部褥瘡を持ち、褥瘡治療目的で入院。
          （ＡＤＬ）食事以外は一部介助 （排泄）オムツ
 B 氏：80 歳代女性 頚髄損傷 2018 年 12 月に仙骨部褥瘡発生。
    　　（ＡＤＬ）食事以外は全介助 （排泄）オムツ
Ⅲ、経過
 Ａ氏：壊死組織の縮小、皮膚色の改善あり。褥瘡の大きさは著名な変化なし 約７㎝→６㎝。
 Ｂ氏：ガーゼ洗浄の手技を統一。浸出液の減少、褥瘡の縮小あり 約４㎝→ 0.5㎝。
   　　 壊死組織除去・皮膚色も改善。
Ⅳ、結果及び考察
 Ａ氏へのガーゼ洗浄処置実施の結果、褥瘡は改善傾向となり、他病棟への転棟後も大きな戸惑いもなく処置
を継続することができた。一方、洗浄時の圧のかけ方には個人でバラつきがあり、手技の統一が課題となった。
そこで、Ｂ氏へは褥瘡委員が中心となって手技統一を図ることで、褥瘡治癒の効果が得られた。
 これらより、特別な洗浄器具や技術がなくともガーゼでの洗浄処置で十分な壊死組織・浸出液の除去ができ、
褥瘡改善に繋げられると考える。今後も実施症例を増やし検討を続けていきたい。
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9-9-6　褥瘡①
脆弱皮膚での処置の取り組み

社会医療法人　卓翔会　市比野記念病院

もり きよかず

○森 清和（看護師），今村 昇一，内野 靖，今別府 るみ子，黒田 篤，鉾之原 大助

はじめに
当院で行っている創傷治療として被覆材の貼付・軟膏治療・局所陰圧療法の大きく 3 つに分けられる。軟膏基
材をガーゼで覆いテープ固定、ドレッシング剤の貼付は患者の皮膚の状態に合わない場合があり、新たな創傷
の発生の要因となっていた。今回、皮膚の脆弱な患者へテープ固定せずワセリン・ラップ、防水マットにより
創部の改善が見られたので報告する。

倫理的配慮：患者情報は患者個人が特定されない様に配慮した。

方法 
創部を十分に洗浄し軟膏塗布。周囲をワセリン塗布しラップで覆う。ラップで保護した部位を含め防水マット
で広範囲に覆う。汚染、ズレを確認したときにはその都度ラップを交換する。

結果・考察
対象となった症例には新たな創傷発生はなく、創部周囲のズレも改善でき良好な肉芽形成も見られた。仙骨部
の褥瘡患者は、排せつ物からの汚染を軽減でき、尿道留置カテーテルを抜去しながらも創部の管理が継続でき
た。ラップは肉芽にガーゼのように固着することなく適度な湿潤環境が保つことができ、患者の疼痛軽減にも
つながった。ただし、ラップは浸出液の吸収管理が難しく、衣服・シーツ汚染がみられることがありこまめな
観察が必要であった。

まとめ
ガイドラインでは、従来のラップ療法は医療用として許可された創傷被覆材の治療が継続困難な環境において
使用を考慮してもよいとされている。今回はラップを使用することで、排せつ物などからの汚染を軽減し、創
部周囲のズレを改善することができた。今後も、今回の経験を踏まえて創傷治療の改善に取り組んでいきたい。
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9-10-1　褥瘡②
当院における超高齢難治性感染褥瘡への取り組み 
～局所陰圧療法と多職種チームでの関りを行って～

砺波サンシャイン病院　2 階病棟看護科

ささはら ようこ

○笹原 陽子（看護師），中道 亜希菜，池田 千代子，藤田 由希子

【はじめに】
今回、超高齢者に発生したポケットを有する深い褥瘡に対し、毎日の洗浄と軟膏による処置だけでは滲出液が
多く治癒環境を保つことが困難な上、患者の身体的苦痛、処置にかかる業務負担も大きかった。この状況の改
善を目的に局所陰圧療法を実施し良好な治癒過程を辿ったので、そのケア方法と創の変化について報告する。

【倫理的配慮】
個人が特定されないように配慮した。

【症例】
99 歳。女性。褥瘡部位：仙骨　既往歴：再発性脳梗塞、ストーマ造設後、経口摂取困難、低栄養状態
H29.10.27（入院時）：S-4.0 × 3.5　P-11.0 × 8.0　体圧分散寝具名：ネクサス R

【結果】
H29.11.24（毎日の洗浄＋軟膏処置時）S-5.0 × 5.0　P-11.0 × 9.0
H29.12.10（陰圧療法開始時）S-5.0 × 4.5　P-10.0 × 8.0
H30.3.27（陰圧療法開始から 107 日目）S-3.0 × 2.5　陰圧療法中止
H30.8.20（研究終了時）S-1.3 × 0.2

【考察】
本症例は、局所陰圧療法により創の滲出液を持続的に吸引し、適度な湿潤環境を保ち肉芽の増殖を図ることが
できた。創面に均一な陰圧が加わることでポケットが消失、良性肉芽の形成を促し、創の治癒経過の短縮につ
ながった。また毎日の処置から週 2 回の処置になり、患者の負担とスタッフの業務負担を軽減することができ
た。そして専門職の介入と、統一した処置が実施できるよう手順書を作成しポジショニングの写真も示したこ
とで、病棟スタッフ全員が意識を持ち継続したケアが行えたことも治癒促進につながったと考える。

【まとめ】
1． 局所陰圧療法実施の目的である創傷治癒を促進させることができた。
2． 「①多職種の専門的知識②スタッフの情報共有③正しい知識の理解」が大切で、病棟全体で取り組むこと
が重要。
3． 褥瘡発生リスクの高い患者を有する当院においては、褥瘡治療だけでなくその予防的ケアが今後の課題。
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9-10-2　褥瘡②
医療療養病床で褥瘡陰圧閉療法を実施した一症例

医療法人喬成会　花川病院

きりこし ゆうこ

○桐腰 祐子（看護師），櫻庭 衡

【はじめに】
褥瘡は一度発生し悪化すると完治に時間を要し、患者への負担は増え、多大な処置が必要となり多くの人手を
要する。そのため発生した場合は早期改善に取り組む必要がある。
今回仙骨にポケットを有する褥瘡患者が入院となった。ポケットを有する褥瘡は切開、
切除の治療が基本であるが医療療養病棟では難しく治療において困難がある。
2014 年より陰圧閉鎖療法が保険適応となり当病床において初めて陰圧閉鎖療法を実施し、治癒できた症例を
報告する。

【事例紹介】
症例は 69 歳 男性： ARDS/ 非感染性肺炎 糖尿病
入院時より仙骨に褥瘡あり DESIGN-R 評価で D4-E6s6I3G4N3P12：28 滲出液多くポケットがあり不良肉芽が
あった。また ADL の低下、左下肢に神経麻痺もあった。

【方法・経過】
ADL 向上にむけリハビリの実施、エアーマットの使用と自力での体位変換指導、血糖のコントロールと食事
内容の検討、アルギニンの提供を行うが約 1 ヶ月半後、D4-e3s3i0g3n0P12 :21 でポケット残存。専門医受診も
検討したが外来通院は難しく主治医、smith ＆ nephew と評価相談し陰圧閉鎖療法（ＰＩＣＯ使用）を開始した。
陰圧閉鎖療法は 1 週間 1 度評価で 4 週間継続し D4-e1s3i0g3n0P9:16 となった。

【結果】
陰圧閉鎖療法を導入することにより DESIGN-R の改善、ポケットの縮小が認められ入院から約 4 ヶ月後完全
治癒となった。

【考察】
医療療養病棟での褥瘡処置は、包括診療であるため同じ処置を継続し難滞することが多い。
陰圧閉鎖療法は、医療療養病棟において算定が可能で選択できる治療方法であった。今回、ポケットを有する
難治性褥瘡において陰圧閉鎖療法を導入することで、肉芽形成の促進、創の縮小がみられ有効な処置選択であっ
たと思われる。また褥瘡の早期改善により患者の処置の苦痛も減り次の生活への場の選択肢も増える結果と
なった。医療療養病棟であっても患者の状態にあわせた積極的な褥瘡治療を行なうことは重要であると考える。
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9-10-3　褥瘡②
当院におけるヨードホルムガーゼの使用経験

横浜病院　医療技術部薬剤課

かんの よしえ

○菅野 佳枝（薬剤師）

【目的】
当院では褥瘡治療にあたりフルタ・メソッドを基に処置法を選択してきた。その中で debridement 効果のあ
る軟膏を使用しても創の清浄化不良や、肉芽形成効果のある軟膏へ切替えた際の治癒遅延を何度か経験した。
その原因として多数の医療者が関わる現場で感染の残存や不適切な湿潤環境が見逃されたこと、また深い層に
は薬剤が創に適切に滞留できていない可能性を考え、ヨードホルムガーゼ充填により簡便かつ効果的に処置が
可能か検討を行った 3 例について報告する。

【症例・方法】
症例１：79 歳男性。脳梗塞。右胸部に D4-e3S8i1g3N3P9：28 の褥瘡あり。スルファジアジン銀 + ブロメライ
ン軟膏で処置したが腐臭強くヨードホルムガーゼに変更したところ、8 週後治癒。症例２：55 歳女性。統合失
調症。仙骨部に D3-e1S3i0G4N3P6:17 の褥瘡ありブロメライン軟膏で debridement 図るも膿汁付着多量で感染
徴候悪化しヨードホルムガーゼに変更。その後感染コントロール、不良肉芽除去とも良好。症例３：92 歳女性。
認知症。右腸骨に D4-e1S6i3G5N3p0:18 褥瘡あり外科的 debridement 後、残存壊死組織をスルファジアジン銀
クリームで除去図るも経過不良にて 7 日後ヨードホルムガーゼのみに変更し、14 日後治癒。

【結果・考察】
本症例において不良肉芽残存期だけでなく肉芽形成期もヨードホルムガーゼ充填を行った結果、debridement
効果、肉芽形成とも良好に進んだ。その理由としてヨードホルムガーゼ充填は不良肉芽除去効果に加え、他の
軟膏に比べ感染の有無、湿潤状態を厳密に見極める管理を要さず深い層にも薬剤効果を均一に与えるというこ
とが挙げられた。多職種が関わる褥瘡治療の現場でスタッフ間の手技の技量差に左右されず、簡便かつ効果的
な処置が可能と考える。
利益相反なし。
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9-10-4　褥瘡②
踵部の新規褥瘡発生予防についての取り組み 
～クッションやポジショニングによる除圧とその効果～

丸山病院　看護科

むろぞの まゆこ

○室園 万由子（看護師），永露 麻美，中原 由加里

はじめに
踵部は骨が突出し足全体の重みを受けやすく、褥瘡予防に難渋する部位となっている。
当病棟の H30 年度の持ち込み・新規発生を含めた全褥瘡患者は 25 名。その内、踵部の新規褥瘡発生患者は 6
名であった。踵部の新規褥瘡発生患者 6 名は自力体動困難で下肢の拘縮があり体圧が要因の一つとして考えら
れた。今回、踵部の褥瘡に対するスタッフの意識を高め個別性のあるポジショニングを実施することで踵部の
褥瘡発生リスクを予防できたため報告する。
 
対象 
1 看護師 16 名 介護士 11 名
2 踵部体圧測定値が 50㎜ Hg 以上の患者 5 名
期間 2019 年 4 月～ 6 月
方法
1 研究前後アンケート調査
2 勉強会実施、ポジショニング写真掲示
3 ポジショニング実施チェック表作成
4 両踵部体圧測定
 
結果
1 アンケート結果
踵部が褥瘡好発部位であるという認識：仰臥位時 88％→ 100％ 
マットレスを適切に選択できる：51％→ 91％
ポジショニングに困っている：66％→ 52％
2 ポジショニング実施結果
 ・写真を掲示しクッションの適切な位置を周知できた
 ・拘縮が強い患者はクッションと下肢の間に隙間ができていた
 ・ポジショニング実施後も 2 名は踵部がマットレスと接触していることがあった
 ・踵部の発赤はなかった
3 対象者 2 名に 1 回ずつ両踵部の体圧測定値基準値以上を認めた
 
考察
 除圧にはマットレスの適切な選択とポジショニングが欠かせない。マットレスの選択の認識が低かった要因
として選別する基準がないことが考えられた。勉強会では選別する基準を設け、写真を用いてのポジショニン
グに対する可視化と常に声かけ合った事が意識づけとなった。
さらにポジショニングは踵部を浮かせる必要があり下肢を挙上しすぎることによる弊害も考慮した。今回ポジ
ショニングを見直した事で適切なポジショニングが保持でき踵部がマットレスに接触していたとしても圧を軽
減する事が出来たと考えられる。この結果をふまえ今後も質の高い看護に繋げていきたい。
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9-10-5　褥瘡②
褥瘡に効果的なポジショニング

泉佐野優人会病院

たつみ ゆきこ

○巽 由紀子（介護職），竹之内 蓮，石谷 隆幸，下方 尚子，竹本 清美

［はじめに］
現在、私が配属されている病棟の入院患者は、高齢の患者が多く、自己での体位交換が困難で褥瘡発生リスク
が高い患者が数多く入院している。現状として、寝たきりの患者は平均 85％で褥瘡率は平均 6％いる。褥瘡が
発生すれば皮膚科の医師により回診を行っていただき、看護師により軟膏を用い皮膚トラブルの予防や褥瘡の
治療を行っているが、介護職の体位交換やポジショニングの工夫で褥瘡発生予防や、褥瘡治癒の手助けを行え
るのではないかと思い取り組みを行うこととした。

［方法］
泉佐野優人会病院 5 階病棟に入院されている寝たきりの患者の中で皮膚トラブルや褥瘡を繰り返す患者 3 名を
対象とし 3 か月行う。理学療法士と連携し、個人の身体の拘縮の状態や程度に合わせて患者個人のポジショニ
ング表を作成しポジショニングを実施する。 体位交換の禁止や身体的に状態の悪い患者は対象外とする。

［結果］
泉佐野優人会病院 5 階病棟入院中の患者 3 名に今回の取り組みを行った。1 名は縮小は認められたがステージ
Ⅲ度からの改善はみられなかった。褥瘡ステージⅢ度からステージⅡ度へ改善が 1 名。１名がステージⅢ度よ
り縮小していき治癒に至った。

［考察］
今回の取り組みにより業務的な体位交換ではなく、患者個人に合わせたポジショニング表を用いて体位交換を
行うことが、褥瘡の発生、改善、皮膚トラブルの予防に有効的であると再認識できた。しかしポジショニング
だけでは改善しない患者もおり、改善しない患者ではアルブミンやヘモグロビンの数値が低く低栄養状態が認
められていた。このことから介護職が行うポジショニングだけではなく医師、看護師、栄養科など他職種との
連携を図り、チームで情報共有し褥瘡治癒へすすめていく事が重要である。今回の取り組みを通して、まずは
今後、介護職全体で個人に合わせた有効的な体位交換を 1 人 1 人が考え、情報共有を行い、実施していくこと
が最重要課題であると考えられる。
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9-10-6　褥瘡②
筋硬度計による生体の硬さ測定～側臥位と腰部の関連性～

介護老人福祉施設　ヴィラ町田　リハビリテーション課

さとう りゅういち

○佐藤 龍一（理学療法士）

【はじめに】
障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）の指標でランクＢ・Ｃの利用者様では、起き上がり・座位時に体幹
の伸展が強いことが多い。姿勢に着目すると、褥瘡予防のための 30°の側臥位をとっている事が多かった。側
臥位の角度によって筋に与える影響を検証したのでここに報告する。

【目的】
30°側臥位時の筋硬度、90°側臥位時の筋硬度を比較することで、筋の硬度が変化するのかを検証する。その後、
利用者様が楽な姿勢で過ごせるように姿勢から環境を設定する。
 

【対象】
障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）の指標でランクＣの利用者様 20 名
 

【方法】
筋硬度計（TRY-ALL 社製 NEUTONE TDM-N1）を使用して L4・5 の側方 2.5 ｃｍの脊柱起立筋を測定する。
上記の部位を 3 回計測してその平均を値とする。
30°側臥位時の筋の硬度と 90°側臥位時の筋の硬度を上記方法で同日の 2 時間後に測定して比較する。
 

【結果】
両者の左右の平均を比較すると、左は -4.02 右は -3.16（本機器の測定値に決められた単位はない）と筋の硬度
は 30°側臥位より 90°の側臥位の方が筋の硬度が低値である結果となった。
 

【考察】
30°側臥位は骨突出のない殿筋部で圧を受けることができ、褥瘡発生の危険性を少なくできると認識している
者は多いと思われる。しかし、結果から 30°の側臥位にすると腰部の筋の硬度が高値になることがわかった。
体幹が後傾しやすいのはこのことが要因の一つと考える。従って、筋や離床時の姿勢を考えると 30°側臥位も
必要であるが、90°側臥位も必要と考える。当施設でもポジショニングには背臥位、両側 30°側臥位、両側 90°
側臥位を実施して、褥瘡だけではなく関節拘縮の予防に役立てていきたい。


